
―181― 
                       

用語解説  
 
【あ】 

 

◇ＩＣＴ 

Information and Communications Technology の頭文字を取ったもの。情報通信技術。 

 

◇あいちＮＰＯ交流プラザ 

ＮＰＯ活動の促進を目的として、ＮＰＯと行政、企業との協働、連携の要として県が設置したもの。このプラ

ザでは、県内（名古屋市のみに事務所を置くＮＰＯを除く）ＮＰＯ法人設立認証の申請、認定ＮＰＯ法人の認定、

その他ＮＰＯに関する相談等を行っている。 

 

 

 

 

◇あいちオレンジタウン構想 

高齢化の急速な進展により、認知症に関する施策の推進が喫緊の課題であることから、2017 年９月に策定した

「認知症に理解の深いまちづくり」の先進モデルを目指す愛知県独自の施策。2020 年度までの「第１期アクショ

ンプラン」として「地域づくり」と「研究開発」の両面から 11の取組を進め、2021 年度から 2023 年度を計画期

間とする「第２期アクションプラン」においては、新型コロナウイルス感染症拡大等の社会情勢の変化を踏まえ、

認知症の人や家族の視点を重視しながら７つの柱に沿って取組を推進する。 

 

◇あいち介護技術コンテスト 

 介護職員が日頃の業務で身に付けた介護技術を披露し、評価を受けることで介護職員のモチベーションを高め

るとともに、優れた介護技術を目にした他の介護職員の研鑽の一助となり、介護には何が必要か、どのような心

得が必要かを県民にもＰＲし、介護の仕事への理解を深めてもらうことを目的として、2017 年度から開催してい

る。 

 

◇あいち介護サービス大賞  

 愛知県内で介護サービスの向上に関して特徴的・先進的な取組をしている介護サービス事業所が、事例を発表

し、来場者による投票により１事業所を「あいち介護サービス大賞」として表彰を行う。様々な取組事例の紹介

により、各事業所で実施可能な先進的な事例が導入されることが期待できる。 

 

◇あいち協働ルールブック 2004 

「あいち協働ルールブック 2004」は、ＮＰＯと行政の協働促進に向けて、「ＮＰＯと行政の協働のあり方検討

会議」が取りまとめた報告書を踏まえ、ＮＰＯと行政の協働ルールとして県が 2004 年度に発行したもの。 

県では、このルールブックを県内のＮＰＯに提案し、賛同するＮＰＯを幅広く募り、このルールを運用しなが

ら、継続的な普及・改善を図り、ＮＰＯと行政の協働のための「事実上の標準」にしていくことを目指している。 

 

◇愛知県若年性認知症総合支援センター 

若年性認知症の人やその家族等からの相談に応じ、医療・福祉・就労等の総合的な支援をするための機関とし

て、県が社会福祉法人仁至会に業務委託し、認知症介護研究・研修大府センター内に設置したもの。 

 

◇愛知県地域保健医療計画 

 1985年の医療法改正により、都道府県において策定することが定められた計画で、本県では1987年８月に策定

し、以降原則５年ごとに見直しを行ってきたが、2018年度の見直しから、計画期間が６年となった。主な内容は、

医療圏の設定、基準病床数、医療提供体制の整備等。また、本県では2016年10月に、構想区域（２次医療圏等）

における病床の機能区分ごとの将来の病床数の必要量等に基づく、当該構想区域における将来の医療提供体制を

示す｢愛知県地域医療構想」を、愛知県地域保健医療計画の一部として策定した。 

住 所 〒４６１－００１６ 名古屋市東区上竪杉町１ ウィルあいち２階 

電 話 ０５２－９６１－８１００  ＦＡＸ ０５２－９６１－２３１５ 

ＷｅｂページＵＲＬ https://www.aichi-npo.jp/index.html 



―182― 
                       

◇あいち山村振興ビジョン 

三河山間地域の将来像を描き、その実現に向けた重点的な取組の方向性を明らかにするもの。 

対象地域：三河山間地域の６市町村（岡崎市（旧額田町の区域）、豊田市（旧藤岡町・旧小原村・旧足助町・

旧下山村・旧旭町・旧稲武町の区域）、新城市、設楽町、東栄町、豊根村） 

 

◇あいちシルバーカレッジ 

高齢者（満 60 歳以上）を対象に学習の場を提供することにより、自らの学習意欲を助長し、個人としての自

立を促し、生きがいづくりや地域リーダーの養成を図るため、愛知県が 1991 年度より開講している講座。 

 

◇医療・介護の体制整備に係る協議の場 

 2016年 12月26日に一部改正された国の「地域における医療及び介護を総合的に確保するための基本的な方針」

において設置することとされたもので、医療計画、市町村介護保険事業計画及び県介護保険事業支援計画を一体

的に作成するため、関係者による協議を行い、より緊密な連携を図っていくことを目的とする。 

 

◇ＳＤＧｓ 

 Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標の頭文字を取ったもの。「誰一人取り残さない」持続可

能でよりよい社会の実現を目指す世界共通の目標。2015 年の国連サミットにて全ての国連加盟国が合意した「持

続可能な開発のための 2030 アジェンタ」の中で掲げられた。 

 

【か】 

 

◇介護給付費負担金 

介護保険法の規定により、標準給付費額の 50％は保険料、50％は国、県、保険者の公費負担金、交付金等で賄

うこととなっている。保険料負担については、第８期計画期間中においては、23％が第１号被保険者の保険料、

27％が第２号被保険者の保険料で賄われ、公費負担については、国が 25％、県と保険者が 12.5％をそれぞれが負

担することとされている。 

ただし、施設等給付費（県指定の介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院及

び特定施設に係る給付費）については、国 20％、県 17.5％、保険者 12.5％を負担。 

 
◇介護サービス情報の公表 
介護サービス利用者がサービス事業者を適切に選択できるよう介護サービス事業者のサービス内容や運営状況

などの情報の公表を義務付けたもので、2006 年度から導入されている。 

なお、公表は介護サービス情報公表システムにより行われている。 
 

◇介護サービス第三者評価推進会議 
介護サービスの質の向上と利用者の適切なサービスの選択を支援する「介護サービス第三者評価」（「介護サー

ビス情報の公表」及び「認知症高齢者グループホーム外部評価」等）の円滑な導入と適切な推進を図るために 2005

年８月１日に設置されたもので、学識経験者、家族・事業者代表等 12 名で構成されている。 

 

◇介護支援専門員（ケアマネジャー） 

介護保険法第７条第５項に規定された、要介護者等からの相談に応じて、その心身の状況等により適切な居宅

サービス、施設サービス等を利用できるよう、市町村、居宅サービス事業者、介護保険施設等との連絡調整を行

う。 

 

◇介護サービス相談員 

介護サービス施設・事業所に出向いて、利用者の疑問、不満等を聞き取り、介護サービス提供事業者及び行政

との橋渡しをしながら、問題の改善や介護サービスの質の向上につなげることを目的とする相談員。 
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◇介護の日 

厚生労働省は、介護に関し、国民への啓発を重点的に実施する日として、2008 年度から 11 月 11 日を「介護の

日」と定めた。これにより、介護についての理解と認識を深め、介護従事者、介護サービス利用者及び介護を行

っている家族等を支援するとともに、これらの人たちを取り巻く地域社会における支え合いや交流を促進する。 

 

◇介護療養型老人保健施設 

療養病床から転換した介護老人保健施設を対象として、入所者に対し適切な医療サービスが提供されるように

するため、2008 年度から創設された夜間の看護体制や看取りの対応体制の整った老人保健施設。 

 

◇介護ロボット 

 情報を感知し、判断し、動作する要素技術を有する知能化した機械システムで、利用者の自立支援や介護者の

負担の軽減に役立つ介護機器。 

 

◇外部評価 
認知症対応型共同生活介護については、常にサービスの標準化、質の向上・改善を図っていくため、サービス

の基盤や成果などについての自己評価に加え、外部の評価機関による外部評価を受け、その結果を公表すること

を義務付けたもので、2002 年度から導入されている。 

なお、公表は WAM‐NET（ワムネット）により行われている。 

 

◇関係専門機関介入支援ネットワーク 

通常の保健医療福祉分野の範囲を超えた専門的な対応を行うために、警察、消防、保健所、精神保健福祉セン

ター、弁護士、権利擁護団体、家庭裁判所、消費者センターなどにより構成するネットワーク。 

 

◇看護職員需給見通し 

医療提供体制等を踏まえた需給見通しに基づき看護職員を確保するため、これまで概ね５年ごとに各都道府県

が看護職員の需要数・供給数の積上げを行い、厚生労働省がとりまとめ、「看護職員需給見通し」を策定してきた。  

需要数は看護職員の就業場所別に病床数や勤務条件等を加味して推計し、供給数は年当初就業者数に新卒及び再

就業者数と退職者数等を見込み推計したもの。第８次の看護職員需給見通しの策定は見送られたが、2018 年度に

2025 年ワンポイントにおける看護職員の需給推計は、国においてとりまとめられ公表されている。 

 

◇キャラバン・メイト 

認知症サポーター養成講座の講師役を担う者。「認知症に対する正しい知識と具体的な対処方法」、「認知症

サポーター養成講座の展開方法」等についての研修を受講した者をキャラバン・メイトとして登録する。 

 

◇共生型サービス 

 高齢者と障害児者が同一事業所でサービスを受けやすくするため、介護保険と障害福祉制度に位置付けられた

サービス。訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、短期入所生活介護において、障害福祉制度の指定を受け

た事業所であれば、基本的に指定を受けられるものとして、基準が設定されている。 

 

◇居宅(介護予防)サービス計画(ケアプラン)  

要介護者(要支援者)の心身の状況、置かれている環境、本人・家族の希望などを勘案して、利用者の日常生活

全般を支援する観点から、どのようなサービスをいつどのくらい利用するかを書面にまとめたもので、原則、サ

ービス提供を受ける前に作成される。 

ケアプラン作成は、介護支援専門員による解決すべき課題把握（アセスメント）、サービス担当者会議等での意

見聴取、利用者・家族の同意等を経て行われ、作成後、定期的な実施状況の把握（モニタリング）などにより適

宜見直される。 

なお、ケアプランは、利用者本人が作成することも可能になっている。 
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◇ケアマネジメント 

介護支援専門員が、要介護者等やその家族から、心身や生活等の状態や課題を分析しニーズを的確に把握して、

介護サービス提供者や医療機関との連携・調整を図りながら、ケアプランを作成し、適切なサービスの提供に結

びつけていくとともに、点検・評価を行い必要に応じて見直すなど、専門的な観点から支援を行う。 

 

◇口腔ケア 

 歯・口腔の疾病予防、健康保持・増進、口腔機能向上およびＱＯＬの向上を目指したケアをいう。具体的には、

口腔清掃、義歯の着脱と手入れ、口腔機能訓練、歯肉や口腔周囲のマッサージ、食事の介助、口臭の除去、口腔

乾燥の予防などがある。 

 

◇高年齢者就業確保措置 

 「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」改正に伴い、65 歳までの雇用確保（義務）に加え、65 歳から 70

歳までの就業機会を確保するため、以下のいずれかの措置を講ずる努力義務が新設された。 

 ①70 歳までの定年引き上げ 

 ②定年制の廃止 

 ③70 歳までの継続雇用制度（再雇用制度・勤務延長制度）の導入 

 ④70 歳まで継続的に業務委託契約を締結できる制度の導入 

 ⑤70 歳まで継続的に以下の事業に従事できる制度の導入 

  ａ．事業主が自ら実施する社会貢献事業 

  ｂ．事業主が委託、出資（資金提供）等する団体が行う社会貢献事業 

 

【さ】 

◇在宅医療連携システム 

 在宅医療関係者の活動支援、負担軽減をするために、 患者の在宅療養に必要な情報を多職種間で共有するシ

ステム。 

 

◇在宅療養支援歯科診療所 

在宅で療養をしている患者に対し、口腔機能の管理や緊急時の対応等の研修を修了した常勤の歯科医師、歯科

衛生士を配置し、歯科医療面から支援する診療所。 

 

◇在宅療養支援診療所 

地域において在宅医療を支える 24 時間の窓口として、他の病院、診療所等と連携を図りつつ、24 時間往診、

訪問看護等を提供する診療所。 

 

◇在宅療養支援病院 

診療所のない地域において、在宅療養支援診療所と同様に他の病院、診療所等と連携を図りつつ、24時間往診、

訪問看護等を提供する在宅医療の主たる担い手となっている病院。 

 

◇在留資格（介護） 

介護福祉士の資格を有する外国人が介護施設等との契約に基づいて介護（または介護の指導）の業務に従事す

るための在留資格。2017 年９月から、在留資格（留学）で介護福祉士養成施設を卒業し介護福祉士の資格を取得

した者が、在留資格（介護）で介護福祉士として就労することが可能となった。 

 

◇サービス付き高齢者向け住宅 

バリアフリー構造等を有し、状況把握サービス及び生活相談サービス等の高齢者の生活を支援するサービスを

提供する高齢者向けの賃貸住宅等で「高齢者の居住の安定確保に関する法律」に基づく登録を受けたもの。 
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◇市町村のための災害時要配慮者支援体制構築マニュアル 

阪神・淡路大震災を契機に、1996 年度末に県が「市町村災害弱者支援体制マニュアル」を策定。２回の改訂の

のち、東日本大震災の発生をうけた災害対策基本法の改正を踏まえ、改訂したもの。避難行動要支援者名簿の作

成、福祉避難所の設置など、市町村において要配慮者支援対策を実施する際の指針を示している。 

 

◇市民後見人 

弁護士、司法書士、社会福祉士、税理士、行政書士及び精神保健福祉士以外の自然人のうち、本人と親族関係

（６親等内の血族、配偶者、３親等内の姻族）及び交友関係がなく、社会貢献のため、地方自治体が行う後見人

養成講座などにより成年後見制度に関する一定の知識や技術・態度を身に着けた上、他人の成年後見人等になる

ことを希望している者を家庭裁判所が選任した場合をいう。 

 

◇主任介護支援専門員 

介護支援専門員を継続的にサポートするスーパーバイザーであって、地域において中核的な役割を担うことに

なっており、地域包括支援センターや一定規模以上の居宅介護支援事業所への配置、独立型居宅介護支援事業所

の管理者となることとされている。 

 

◇若年性認知症 

65 歳未満で発症した認知症。 

 

◇生涯学習情報システム（学びネットあいち） 

県、市町村、生涯学習関連施設等が有する学習講座や学習教材等の学習情報を、インターネットを通じて県民

に総合的、一元的に提供する情報システム。 

学習教材の中には、公開講座の講演録、介護や子育てを題材とした教材や地域の文化財の動画などがあり、ス

マートフォン等からも閲覧できる。 

ＷｅｂページＵＲＬ https://www.manabi.pref.aichi.jp/ 

 

◇生涯学習推進センター 

2002 年度に県内の生涯学習推進のための中核的施設として開所した。 

「生涯学習情報システム（学びネットあいち）」を中心とした学習情報の提供、生涯学習講座による学習機会の

提供、市町村等関係機関との連携・協働、生涯学習支援ボランティアの登録などを実施している。 

 

◇シルバー人材センター 

臨時かつ短期的な就業又はその他軽易な業務に係る就業を希望するおおむね 60 歳以上の高齢者に対して、地域

に密着した仕事を提供する組織。 

 

◇シルバーハウジング 

 日常生活上自立可能な高齢者単身世帯、高齢者のみの世帯、高齢者夫婦世帯等を対象に、生活援助員（ライフ

サポートアドバイザー）による日常の生活指導や安否確認などのサービスが受けられ、かつ、高齢者の生活特性

に配慮した設備・仕様を備えた公共賃貸住宅。 
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◇成年後見制度 

判断能力が十分でない者（認知症高齢者・知的障害者・精神障害者など）を保護するための制度。 

成年後見制度には、次のようなタイプがあり、成年後見の申立ては、本人、本人の家族などが、本人の住んで

いる家庭裁判所に対して行う。 

 

◇早期発見・見守りネットワーク  

高齢者虐待の防止、早期発見、見守り機能を担うために、民生委員、社会福祉協議会、自治会、老人クラブ、

人権擁護委員、地域住民、ＮＰＯ・ボランティア等が、高齢者の身近な生活に係わる中で生活の変化に気づき、

その情報を地域包括支援センターに伝えるような働きかけを行うネットワーク。 

 

【た】 

 

◇地域医療支援センター 

 医師の地域偏在を解消するため、医療機関の関係者に対し、医師確保に関する相談に応じ、助言・その他の援

助を行うとともに、県内の医師不足の状況等を把握・分析し、医師のキャリア形成支援と一体的に医師不足病院

の医師確保の支援を行う組織。 

 

◇地域医療支援病院 

かかりつけ医、かかりつけ歯科医を支援し、二次医療圏単位で地域医療の充実を図る病院として、医療法第４

条の規定に基づき都道府県知事が地域医療支援病院として承認した病院。 

 

◇地域共生社会 

制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が『我

が事』として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて『丸ごと』つながることで、住民一人ひとりの暮

らしと生きがい、地域をともに創っていく社会。 

 

◇地域ケア会議  

 地域包括支援センターや市町村が主催し、医療、介護等の多職種が協働して高齢者の個別課題の解決を図ると

ともに、地域に共通した課題を明確化し、共有された地域課題の解決に必要な資源開発や地域づくりなどの政策

形成につなげるための会議。 

 

◇地域支援事業 

地域支援事業は、市町村が実施主体となり、高齢者が要介護・要支援状態となることを予防するとともに、要

介護状態となった場合にも、可能な限り地域において自立した日常生活を営むことができるよう支援するための

事業を行うものである。 

事業内容は、介護予防・日常生活支援総合事業、包括的支援事業、任意事業の３つに区分されている。 

介護予防・日常生活支援総合事業は、介護予防・生活支援サービス事業と一般介護予防事業がある。市町村が

中心となって、地域の実情に応じて、住民等の多様な主体が参画し、多様なサービスを充実することにより、地

域の支え合いの体制づくりを推進し、要支援者等に対する効果的かつ効率的な支援等を可能とすることを目指す

ものである。 

区分 本人の判断能力 援助者 

後 見 全 く な い 成年後見人 
監督人を選任すること

がある。 
保 佐 特に不十分 保 佐 人 

補 助 不 十 分 補 助 人 

任意後見 

本人の判断能力が不十分になったとき、本人があらかじめ結んでおいた任

意後見契約に従って任意後見人が本人を援助する制度。家庭裁判所が任意

後見人を選任した時から、その契約の効力が生じる。 
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包括的支援事業は、地域包括支援センターにおいて行われる介護予防ケアマネジメント業務、総合相談支援業

務、権利擁護業務、包括的・継続的ケアマネジメント支援業務の他、在宅医療介護・連携推進事業、生活支援体

制整備事業、認知症総合支援事業等がある。 

このほか、任意事業として、介護サービスの提供状況の点検や要介護高齢者を抱える家族への介護知識・技術

の習得を内容とした教室、慰労金の支給などを実施している。 

なお、地域支援事業の財源構成は以下のとおりである。 

（1）介護予防・日常生活支援総合事業 

国 25%(うち調整交付金５%)、県 12.5%、市町村 12.5%、被保険者 50%(１号保険料 23%、２号保険料 27%) 

（2）包括的支援事業・任意事業 

国 38.5%、県 19.25%、市町村 19.25%、被保険者 23%(１号保険料 23%) 

 
 
 
 
 
 
◇地域包括支援センター 

地域包括支援センターは、地域住民の心身の健康保持や生活安定のために必要な援助を行うことにより、保健

医療の向上や福祉の増進を包括的に支援することを目的とした機関で、市町村から介護予防支援事業者としての

指定を受け、要支援者に対する「介護予防サービス計画」（ケアプラン）の作成等のケアマネジメントを行う。 

また、センターでは、介護予防ケアマネジメント業務（介護予防ケアプランの作成等）、総合相談支援業務（実

態把握・相談対応等）、権利擁護業務（成年後見制度の活用や高齢者虐待対応等）、包括的・継続的ケアマネジメ

ント支援業務（地域の連携・協働体制づくり等）も行うこととされており、原則として、保健師、社会福祉士、

主任介護支援専門員の３職種を配置することとしている。 

 

◇地域包括ケア「見える化」システム 

都道府県・市町村における介護保険事業（支援）計画等の策定・実行を総合的に支援するための情報システム。 

介護保険に関連する情報をはじめ、地域包括ケアシステムの構築に関する様々な情報が本システムに一元化され、

グラフ等を用いた見やすい形で提供されている。 

 

◇特定技能 

 中小・小規模事業者を始めとした深刻化する人手不足に対応するため、生産性向上や国内人材の確保のための

取組を行ってもなお人材を確保することが困難な状況にある産業上の分野において、一定の専門性・技能を有し

即戦力となる外国人材を受け入れていく仕組みが 2019 年４月から施行され、介護分野も対象となっている。 

 

◇特別地域加算 

山間離島地域のうち厚生労働大臣が定める地域については、訪問系サービス（訪問介護、訪問入浴介護、訪問

看護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護）の介護報酬が 15％加算されるため、利用者負担についても 15％割増

となる。 

 

【な】 

 

◇日常生活自立支援事業 

認知症高齢者や知的障害者、精神障害者など判断能力が不十分な人が地域で自立した生活が送れるよう、福祉

サービスの利用に関する手続の援助や利用料の支払い等一連の援助を行うもの。 

 

 

 

※ (1)介護予防事業の財源に２号保険料が入る理由 

介護予防事業は、65 才以上の高齢者を対象として実施するが、要介護者等の増加の抑制、状態の悪化

の予防を図ることができ、結果として介護保険給付費の抑制、介護保険料の引き下げに繋がることから、

第２号被保険者にもメリットが及ぶため。 
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◇認知症介護研究・研修大府センター 

認知症高齢者の援助技術の研究や介護する家族等への支援プログラムの開発、保健・医療・福祉の専門職等に

対する研修などを行う機関で、全国３か所（愛知県大府市、東京都杉並区、宮城県仙台市）に設置されているう

ちの１つ。 

 

◇認知症サポーター 

認知症に対する正しい知識を持って、地域や職域で認知症の人や家族を手助けする者。市町村や職場等で実施

されている認知症サポーター養成講座の受講が必要。修了者にはサポーターの証となる。修了者にはサポーター

の証となる「オレンジリング」が交付される。 

 

◇認知症疾患医療センター 

認知症の人とその家族が住み慣れた地域で安心して生活するための支援の一つとして、都道府県及び政令指定

都市が指定するもので、保健・医療・介護機関等と連携を図りながら、認知症疾患に関する鑑別診断、地域にお

ける医療機関等の紹介、周辺症状への対応等についての相談などを行う専門医療機関のこと。 

 

◇認知症地域支援推進員 

市町村に配置し、地域の支援機関間の連携づくりや、認知症ケアパス・認知症カフェ・社会参加活動などの地

域支援体制づくり、認知症の人やその家族を支援する相談業務等を実施する者。 

 
【は】 
 
◇バリアフリー 

高齢者、障害者が社会生活をしていく上で障壁（バリア）となるものを取り除くという意味で、段差等障壁の

除去をいうことが多いが、より広く障害者等の社会参加を困難としている社会的、制度的、心理的なすべての障

壁の除去をいう意味でも用いられる。 

 

◇人にやさしい街づくりの推進に関する条例 

 愛知県では 1994 年に当条例を制定し、高齢者、障害者等を含むすべての県民があらゆる施設を円滑に利用で 

きるよう、県及び事業者の責務や施策の基本方針を定めること等により、人にやさしい街づくりの推進を図り、 

もって県民の福祉の増進に資することを目的としている。 

 

◇ＢＰＳＤ 

 行動・心理症状をさす。認知症の進行に伴い、認知機能が低下したことによる「中核症状」に加え、環境や周 

囲の人々との関わり等の影響を受けて、知覚や思考、気分または行動の障害が症状として発現したもの。せん妄、 

抑うつ等。 

 

◇標準給付費額  

事業費総額から１割から３割の利用者負担額等を差し引いた保険給付の対象額。 

介護給付・予防給付の合計費用で、保険者の判断による独自の給付分（居宅介護サービス費等の区分支給限度

基準額や福祉用具購入費等の支給限度基準額の上乗せ分、保険者の特別給付・保健福祉事業の分）等の費用は含

まない。 

 

◇福祉避難所 
災害時要配慮者のために施設設備や物資、器材、人材など特別な配慮がなされた避難所 

 

◇へき地医療支援機構 

へき地地域の市町村から要請された巡回診療やへき地診療所の代診医等の派遣など、へき地医療支援事業に関

して、広域的な企画・調整等を行い、へき地医療対策の各種事業を円滑かつ効率的に実施する組織。 
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◇保健医療福祉サービス介入ネットワーク 

現に発生している高齢者虐待事例への対応方法を検討し、具体的な支援を行うために、居宅介護支援事業所や

介護サービス事業所、保健センター、医療機関などにより構成するネットワーク。 

 

【ま】 

 

◇みなし指定事業者（事業所） 

介護サービスを提供する事業者は、知事の指定又は開設許可（介護老人保健施設）を受ける必要があるが、病

院及び診療所が行う居宅療養管理指導、訪問看護、訪問リハビリテーションや介護老人保健施設が行う通所リハ

ビリテーション、短期入所療養介護などについては、介護サービス提供事業者として指定があったものとみなさ

れる「みなし指定」の規定が適用される。 

 

【や】 

 

◇ユニット型施設 

少数の居室及び当該居室に近接して設けられる共同生活室により一体的に構成される場所（ユニット）ごとに

入居者の日常生活が営まれ、これに対する支援が行われる施設。 

 

◇養護者 

養護者とは、「高齢者を現に養護する者であって養介護施設従事者等以外のもの」とされており、高齢者の世

話をしている家族、親族、同居人等が該当します。 

 

【わ】 

 

◇ＷＡＭ-ＮＥＴ 

独立行政法人福祉医療機構がインターネット上に開設している福祉・保健・医療に関する情報提供システム。 

ＷｅｂページＵＲＬ https://www.wam.go.jp 
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愛知県高齢者健康福祉計画策定検討委員会開催要領 

 

 （目的） 

 第１条 愛知県高齢者健康福祉計画の見直しに当たり、広く県民の意見を反映させること

を目的として、愛知県高齢者健康福祉計画策定検討委員会（以下「委員会」という。）

を開催する。 

 

 （検討事項） 

 第２条 委員会は、第８期愛知県高齢者健康福祉計画（以下「第８期計画」という。）を

策定するため、必要な検討を行うものとする。 

 

 （構成） 

 第３条 委員会は、別表に掲げる委員をもって構成する。 

 ２ 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

 ３ 副委員長は、委員長に事故あるときは、その職務を代理する。 

 

（委員の任期） 

 第４条 委員の任期は、第８期計画を策定するまでとする。 

 

 （運営） 

 第５条 委員会は、愛知県福祉局長が招集する。 

 ２ 委員会の会議の議長は、委員長をもって充てる。 

 ３ 委員長の許可を得た場合には、委員の代理の者が出席し、意見を述べることができる

ものとする。 

 ４ 委員会に作業ワーキングチームを置くことができるものとする。 

 

 （委員会等の公開） 

 第６条 委員会は原則公開とする。ただし、愛知県情報公開条例（平成12年3月28日愛知

県条例第19号）第7条に規定する不開示情報が含まれている事項について審議する場合

又は会議を公開することにより当会議の適正な運営に著しい支障が生ずると認められ

る場合であって、委員会がその一部又は全部を公開しない旨の決定した時はこの限りで

ない。 

 ２ 議事録の内容については委員長の確認を得るものとする。 

 ３ 議事録及び委員会資料は５年間保存する。 

 

 （事務局） 

 第７条 委員会の事務局は、愛知県福祉局高齢福祉課とする。 

 

 （その他） 

 第８条 この要領に定めるもののほか、委員会の運営に関して必要な事項は、別に定める。 

資料 
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   附 則 

   この要領は、令和２年８月４日から施行する。 
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別 表 

 

愛知県高齢者健康福祉計画策定検討委員会 委員名簿 

 

              （敬称略 五十音順） 

 

石川 優       愛知県社会福祉協議会副会長 

伊藤 太      愛知県市長会（春日井市長） 

井俣 憲治     愛知県町村会（東郷町長） 

太田 二郎     愛知県老人福祉施設協議会会長 

岡田 温      愛知県老人保健施設協会会長 

岡田 巖      愛知県居宅介護支援事業者連絡協議会代表理事 

岡山 政由     愛知県病院協会常務理事 

尾之内 直美    認知症の人と家族の会愛知県支部代表 

可知 洋二     日本労働組合総連合会愛知県連合会事務局長 

加藤 愛子     愛知県女性団体連盟会長 

葛谷 雅文     名古屋大学大学院教授 

後藤 紀代子    愛知県老人クラブ連合会副会長 

佐藤 勝美     愛知県商工会連合会副会長 

田川 佳代子    愛知県立大学教授 

德丸 啓二     愛知県歯科医師会副会長 

○野田 正治     愛知県医師会副会長 

◎原田 正樹     日本福祉大学副学長 

鷲見 幸彦     国立長寿医療研究センター病院長 

 

◎委員長 ○副委員長 
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